
職員給与の状況１

　「秩父市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例」に基づき、市職

を公表します。
　なお、詳しくは市
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に掲載しているほか、人事課（歴史文化伝承館５階）
でご覧いただくことができます。
問人事課☎２２－２２０７

⑴人件費の状況（普通会計決算）

区　　分 住民基本台帳人口
（平成26 歳出額　A 実質収支 人件費　B 人件費率 

（B/A）

平成26 平成27 千円 千円 千円 ％

（注）　人件費には、特別職等に支給される給料、報酬等を含みます。

⑵職員給与費の状況（普通会計予算）

区　分 職員数 A
給　　　与　　　費 一人当たり給与費

B/A給　　料 職員手当 計　B
平成27   

（注）　１　職員手当には退職手当を含みません。
　　　２　給与費は当初予算に計上された額です。

⑶職員の平均給料月額および平均年齢状況（平成27
①一般行政職

区　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額
秩父市

②技能労務職

区　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額
秩父市

（注）　１　 「平均給料月額」とは、平成27 ４月１日現在における各職種ごとの
職員の基本給の平均です。

　　　２　 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、
時間外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地
方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。

⑷職員の初任給の状況（平成27年４月１日現在）

区　　分
秩　　父　　市

初任給 ２年後の給料

一般行政職
大学卒
高校卒

⑸職員の経験年数別・学歴別平均給料額の状況（平成27年４月１日現在）
区　　分 経験年数 年 経験年数 年 年

一般行政職
大学卒
高校卒

⑹特別職の報酬等の状況（平成27

（平成26

（平成26

年４月１日現在）

区　　　分 給　料　月　額　等

給　　料
市 長
副 市 長

報　　酬
議 長  
副 議 長  
議 員  

期末手当

市 長

副 市 長
６月期
月期
計

議 長

副 議 長

議 員

６月期
月期
計

退職手当 市 任期ごと
副

※平成

⑺職員手当の状況

秩　父　市 秩　父　市

 自己都合 勧奨 ･定年
勤続  
勤続  

 
最高限度額 
その他の加算措置　定年前早期退職
　　　　　　　　　特例措置
　　　　　　　　　（2%～
１人当たり平均支給額

　　　　　（勧奨・定年） 

 期末手当 勤勉手当
 

  
（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置
・役職加算　　　　５％～

（注）　 （　）内は、再任用職員に係る支
給割合です。

手当の種類（手当数）

主な特殊勤務手当

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対
する支給単価

行旅死亡人等処置手当 行旅死亡人等の処置
に従事した職員

行旅死亡人または
変死人等の処置業務

犬猫等死体処理手当 犬猫等の死体処理に
従事した職員

道路等における犬猫
等の死体処理業務

（注）　 支給実績と支給職員１人当たり平均支給年額の下段は、秩父市立病院およ
び大滝国保診療所に勤務する医師と看護師に対する支給実績、上段は、そ
れ以外の職員に対する支給実績です。

（注）　夜間勤務手当および休日勤務手当を含みます。

手当名 内容および支給単価 支給実績 支給職員１人当たり
平均支給年額

扶養手当

①配偶者 
②配偶者以外
　・１人につき 

③

住居手当 ①借家・借間
　家賃に応じて月額

通勤手当

①交通機関（鉄道等）利用者

②交通用具（自動車等）利用
　距離に応じた額（最高限度

管理職手当
②次長等 
③課長、所長等 
④主席主幹 
⑤主幹 

宿日直手当

一般の宿日直、災害発生等に対処するた
めの勤務および入院患者の病状の急変等
に対処するための医師の勤務に支給

（注）　上記のほか、初任給調整手当、夜間勤務手当、休日勤務手当があります。

秩父市
人事行政の
運営状況等を
公表！

HP

65,741人

495人

43.6歳 329,088円 392,026円

53.2歳 318,090円

174,200円
142,100円

275,060円
235,200円

307,586円
273,100円

2.15月分
4.05月分

2.15月分

1.90月分

1.90月分

4.05月分

354,875円
304,986円

198,300円
151,800円

337,254円

2,026,512千円 1,102,331千円 3,128,843千円 6,321千円
21,727千円

727千円
52,109千円

128,414千円

79,110千円 241,191円

30,475千円 301,740円

37,505千円 67,094円

31,600円

173,036千円 662,975円

24,176千円 863,428円

170,990円

23,451円
441,602円

19.8％
19

250千円

21.62月分
30.82月分
43.70月分
52.44月分

27.025月分
36.57月分
52.44月分
52.44月分

1,469千円27,935,828 2,026,788 4,312,415 15.4

1.5
0.70

①期末・勤勉手当（平成26年度）

③特殊勤務手当（平成26年度）

④時間外勤務手当（平成26年度）

⑤その他の手当（平成26年度）

支給実績（平成26年度決算）

支給実績（平成26年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（平成26年度決算）

職員１人当たり平均支給年額（平成26年度決算）

（平成26年度決算）（平成26年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成26年度決算）

１人当たり平均支給額（平成26年度）

（平成26年度支給割合）

②退職手当（平成26年度）
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「秩父市安心安全メール」にて、防災・防犯情報、防災無線放送の内容、火災情報を配信中！
右のＱＲコードを読み取るか、t-chichibu@sg-m.jpに本文が空白のままメールを送ってください。



職員の任免および職員数に関する状況

勤務時間その他の勤務条件の状況

2

３

職員の分限および懲戒処分の状況

職員の研修および勤務成績の評定の状況

４

５

６

職員の福祉および利益の保護の状況

勤務条件に関する措置の要求の状況

不利益処分に関する不服申立ての状況

７

８

９

⑴職員採用試験の状況 （人）

受験区分 応募者 受験者 １次合格者 最終合格者

建

土 木

保 育

保 健

計

⑵職員の退職の状況（平成26年4月1日～平成27年3月31日) （人）

定年退職 勧奨退職 普通退職 その他

⑶一般行政職級別職員数の状況
区分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級

計標準的な
職務内容 主事補 主　事 主　任 主　査 主　幹 課　長 次　長 部　長

構成比

（注）　１　秩父市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。 
　　　２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職名です。

⑷定員管理の状況
①　部門別職員数の状況（各年４月１日現在） （人）

区　分
部　門

職　　員　　数 対　前　年
増　減　数平成26 平成27

一 般
行 政 部 門

税 務

農 林 水 産
商 工
土
小 計

特 別 行 政

公営企業等
水 道
下 水
そ の 他
小 計

合　　　計

（注）　 職員数は一般職に属する職員数（教育長含む）であり、地方公務員の身分を保
有する休職者、派遣職員などを含み、臨時および非常勤職員を除いています。

⑴勤務時間の概要（標準的なもの）

開始時刻 休憩時間 終了時刻 １日の勤務時間 1週間の
勤務時間

（注）勤務の特殊性により、上記と異なる勤務時間が運用される場合があります。

⑵年次有給休暇の取得状況
平均取得日数

⑶育児休業等の取得状況
育児休業 部分休業

※平成26

⑷特別休暇の概要
休暇の原因 付与日数

産前産後休暇 間）前（出産予定日を含む）から産後８週間（出
産日の次の日から）を経過するまでの期間

生後１年に達しない子を育てる場合 １日２回それぞれ 分間
忌引の場合 日以内でそれぞれ定める期間
妻の出産 ３日の範囲内でその都度必要と認められる期間
小学校就学の始期に達するまでの
子を看護する場合

一の年において５日の範囲内で必要と認め
られる期間

骨髄提供のために必要な検査、入
院等をする場合 その都度必要と認められる期間

（注）　上記は主なものであり、その他、結婚休暇、ボランティア休暇などがあります。

内容および人数
分 限 処 分 休職処分　４人
懲 戒 処 分 なし

許可件数 主な理由
職 務 専 念 義 務 免 除 研修、厚生事業等

⑴職員の研修の概要
区　　　分 修了者数（人） 主　な　内　容

自主研究グループ研修など
職 場

職場外研修
新規採用職員研修、課長級研修、メンタ
ルヘルス研修など

⑵職員の人事評価の概要
区　　　分 内　　　　容

評定の回数・時期 毎年１回・１月１日を基準日とする
対 象 職 員 全職員（特別職、休職者および臨時職員等を除く）

評 定 の 方 法 ①業績に関する評価、②態度に関する評価、③知識・技能、理
解力、創意工夫、表現・応対力等の能力に関する評価を行う

（注）　 この評定結果は、人事異動（昇任等）および管理職のみ昇給や勤勉手
当の支給額に反映をしています。

⑴福利厚生制度の概要
内　　　容

短 期 給 付 職員と被扶養者の病気・けが・出産・死亡・休業ま
たは災害に対する給付

長 期 給 付 職員の退職・障害・死亡に対して行なう年金または
一時金の給付

福 祉 事 業 健康の保持増進事業など

⑵公務災害の認定状況
認定件数

公 務 災 害 4
通 勤 災 害 1

（平成26年度）

（平成27年４月１日現在）

（平成27年４月１日現在）

10.7日

10人

180

38
11

988

40

21人

（平成26年）

（平成26年度）

（平成26年度）

　係属事案はなく、平成26年度に新たな措置要求はありませ
んでした。

　係属事案はなく、平成26年度に新たな不服申し立てはあり
ませんでした。

（平成26年度）

（平成26年度）

171

5

6

2

9

193

17
4.3％

32
8.1％

47
11.8％

128
32.2％

57
14.4％

73
18.4％

26
6.5％

17
4.3％

397
100％

148

5

5

2

9

169

5
112
38
107
46
1
23
21
71
424
73
73
179
31
15
28
253
750

5
111
37
107
45
1
22
20
71
419
67
67
191
30
15
29
265
751

0
▲ 1
▲ 1
0

▲ 1
0

▲ 1
▲ 1
0

▲ 5
▲ 6
▲ 6
12
▲ 1
0
1
12
1

34

5

2

1

4

46

12

2

2

1

1

18

23 3 4 16
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